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 解 説  

 

１．在外外国人との雇用契約について 

  まず前提として、外国にいる現地人を雇用して事業を展開しようとする場合に、

その外国において「外資が行うことを認められている事業かどうか」を確認する必

要があります。次に、雇用契約となります。 

  例として米国人を雇用する場合ですが、日本企業が米国人を直接雇用した場合、

その米国人に米国内で営業行為をさせると、事業登記をする必要があり、事業登記

後には、米国での納税義務が生じるため、納税番号の取得が求められます。もしも

事業登記が無い場合は、従業員の給与から源泉徴収した所得税を米国の税務当局に

支払うことができず、米国の税法上の問題が生じることになります。このように、

想定外の事務コストが増えるほか、雇用した外国人に対しても、福利厚生、日々の

業務管理、業績査定、費用管理などが必要となってきます。解雇をする場合には米

国法にもとづいた手続きが必要になるため、米国へ出張することも考えられます。 

  このようなことから外国人を直接雇用する際は事前に専門家に相談することが

推奨されます。 

   

２．業務委託契約について 

  もしも現地にいる外国人を自社で活用したいと考えるのであれば、業務委託契約

を外国人との間で締結し、成果に応じ委託料を支払う契約にすることが検討可能で

す。このような方法であれば、直接雇用により発生する個人所得税の納税について

考える必要がなくなります。 

  しかし、業務委託契約を結んだ際に、その外国人に対して日本企業と当該外国に 

Ｑ． 

 当社は海外展開をするにあたり、海外現地にいる現地人を直接日本で雇用し、

彼らに現地で営業をしてもらおうと考えています。雇用後はリモートで指示を

行い、業績などもメール等の手段で管理などをします。そのため来日してもら

うことは考えていません。給与は外国送金で対応する予定です。このような雇

用について情報があれば教えてください（サービス業） 

 

Ａ 

 まず雇用する外国人の国において外資がその事業活動が可能かどうかを調べ

る必要があります。可能な場合でも、税法上の問題や、雇用の終了時に問題が発

生することが想定するため、事前に専門家に相談することが推奨されます。 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/38_ForeignWorkers.pdf

